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現在の水道料金の算定方法について 

現在採用している『口径別料金体系』は、使用水量が概ね水道メータの大小

に対応することから、「使用負担の公平と料金体系の明確性を確保」する観点か

ら日本水道協会が奨励している料金体系であり、安来市でも昭和 62 年に採用し

た。 

なお、昭和 62 年の料金改定時は、水使用量が毎年右肩上がりで増大していた

時期であり、新たな水資源開発等には莫大な費用がかかることから、水使用量

の増大を押さえる必要があった。よって、従量料金は、使用量が多くなるほど 1

㎥あたりの料金が段階的に高くなる「逓増（ていぞう）制従量料金」体系を採

用した。 

他方で、この逓増（ていぞう）制方式は、大口需用者に多く料金を負担して

もらい、図 1 に示すように、一般家庭等の少量使用者の使用料を低く抑え、一

般家庭への普及を図る（生活用水の料金をより低く設定する）ために、政策的

に採用されてきたという側面もあった。また、1 か月の使用水量が 5,000 ㎥を超

えるφ100 の大口需用者に対しては、政策的な配慮があった。 

＜図 1 昭和 62 年の各口径の平均使用水量に対する 1 ㎥の単価＞ 

しかしながら、現在では、水道普及率が約 98%に達する一方、水需給状況に余

裕があるなど、「逓増（ていぞう）制従量料金」体系が導入された当時とは、大

きく環境が変化してきたため、大口需用者に高額の料金を課す根拠が小さくな

ってきている。 

こうした状況を踏まえ、日本水道協会は、原価主義に基づく受益者負担の原

則（料金単価は、水使用の多寡にかかわらず均一であるべき）を徹底し、均一

料金を基本とした料金算定方法に見直す（料金体系を全体としてフラット化し
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ていく）よう求めており、近年、全国の水道事業体では段階的に見直しを進め

ている。 

また、安来市においても、現状は大口需用者に依存し、利用者の公平性が確

保されていないため、料金負担の大きい大口需用者の自己水源（地下水利用）

への切り替えや他市への拠点移動による水道事業財政への影響、更には、企業

誘致や地下水環境にも影響が出ることが考えられ、対応が急がれる課題である。 

 

＜図 2 各口径の平均使用水量に対する 1 ㎥あたりの単価＞ 

※昭和 62 年改定時と平成 29 年度予測値 

 

グラフから以下のことが読み取れる。 

� 昭和 62 年は口径ごとの単価の開きが最大で 145.8％であり、口径が大きくな

るに従い、1 ㎥あたりの単価が大きくなる。 

� 昭和 62 年は逓増（ていぞう）制を採用しているが、φ100 の単価が下がるよ

うに設定している。 

� 平成 29 年は口径ごとの単価の開きが最大で 160.7％になる。 

� 平成 29 年は口径ごとの単価の開き方が歪（いびつ）になり、φ40 の利用者

が最も負担が大きい。これは、前回の改定から 20 年以上経ち、利用状況が

当時と大きく変わったためである。 
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１．料金改定に係る基本的な考え方 

①料金算定方法の改正 

財政収支予測によると年平均 2 億 8,300 万円の不足が生じるため、安定的な

事業運営には、給水収益（料金収入）を 43.6%増やす料金改定（算定期間は平成

29 年度～33 年度までの 5 年間。改定日は平成 29 年 4 月 1 日）が必要となる。

検討用の資料として、この改定率で四つのパターン別に算定した。 

パターン① 

� 口径加算額の区分は、現状の 6 区分から 9 区分に細分化する（利用者全体

の公平性を高めることを目的に、使用量に応じたよりきめ細かい料金設定

を行う）。 

� すべての区分の金額を、概ね一律 43.6%増とする。 

 

パターン② 

� 口径加算額の区分は、現状の 6 区分から 9 区分に細分化する（利用者全体

の公平性を高めることを目的に、使用量に応じたよりきめ細かい料金設定

を行う）。 

� 一般家庭と事業者（大口需用者）の大幅な料金単価格差を是正するため、

φ13 の単価とφ75 の単価の比が、1.4 倍程度となるように以下のとおり

設定した。 

� 従量料金の逓増（ていぞう）度（＝（料金表の 1 ㎥あたりの）最高単

価÷最低単価）を 1.4 倍とした。 

� φ13 の単価とφ75 の単価の比が、1.4 倍程度となるように基本料金を

設定した。 
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パターン③ 

� 口径加算額の区分は、現状の 6 区分から 9 区分に細分化する（利用者全体

の公平性を高めることを目的に、使用量に応じたよりきめ細かい料金設定

を行う）。 

� 一般家庭と事業者（大口需用者）の大幅な料金単価格差を是正するため、

φ13 の単価とφ75 の単価の比が、1.35 倍程度となるように以下のとおり

設定した。 

� 従量料金の逓増（ていぞう）度（＝（料金表の 1 ㎥あたりの）最高単

価÷最低単価）を 1.35 倍とした。 

� φ13 の単価とφ75 の単価の比が、1.35 倍程度となるように基本料金

を設定した。 

パターン④ 

� 口径加算額の区分は、現状の 6 区分から 9 区分に細分化する（利用者全体

の公平性を高めることを目的に、使用量に応じたよりきめ細かい料金設定

を行う）。 

� 一般家庭と事業者（大口需用者）の大幅な料金単価格差を是正するため、

φ13 の単価とφ75 の単価の比が、1.3 倍程度となるように以下のとおり

設定した。 

� 従量料金の逓増（ていぞう）度（＝（料金表の 1 ㎥あたりの）最高単

価÷最低単価）を 1.3 倍とした。 

� φ13 の単価とφ75 の単価の比が、1.3 倍程度となるように基本料金を

設定した。 
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パターン① 
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パターン② 
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パターン③ 
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パターン④ 
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＜図 2 各改定パターン後の平均使用水量に対する１㎥あたりの単価＞ 
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②水道料金の減免（低所得者対策） 

新たに低所得者対策として減免制度を導入する。 

� 減免対象者 ：前年中の世帯の所得金額が一定以下の世帯 

(生活保護世帯は除く)   

 

世帯人数 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人以上 

合計所得金額 480,000 円 960,000 円 1,440,000 円 1,920,000 円 1,920,000 円

に4人を超える

1 人につき

330,000 円を

加算した額 

 

� 対象世帯数 ：1,500 世帯 

� 減免率 ：基本料金の○○％ 

※減免率は、減免対象者については実質的に料金引き上げの影響が出

ない（メータ口径 13mm の減免措置後の基本料金が、現料金と同程度

の金額になる）ように設定する。 

 

○○％＝100－(現在の※1 基本料金)÷(改定後の※1 基本料金)×100 

※1：メータ口径 13mm の基本料金 
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２．料金改定率（水道料金低減の検討） 

水道事業は、将来にわたって健全な事業経営を維持し、安全で安心な水道水

の安定供給を確保するため、経済性と公共の福祉増進という二つの要素の両立

を、いかに図っていくかが非常に重要な課題である。一方、市民生活に密接に

結びついていることから、水道料金の見直しにあたっては、市民負担が必要最

小限となるよう、特別な配慮が必要である。 

また、大きな収支不足発生の要因となる上水簡水統合は、実態としては「経

営（会計）」の統合であって、実際の給配水事業は、現在と同じように、簡易水

道等の小規模な飲料水供給施設も使用しながら事業展開することになる。 

しかしながら、簡易水道事業が上水道事業へ移行されることによって、結果

的に簡易水道事業に対して行われていた国の手厚い支援が受けられなくなり、

現状の上水道事業に対する繰出基準では大きな歳入不足が発生する（歳入不足

を補填するために料金の引き上げ幅が非常に大きくなる）という問題が生じる。 

統合後も実際の給水、配水に係る事業実態は現状と変わらないという点を考

慮すれば、状況によっては水道料金を決定する際に、基準外の繰出金による料

金低減についても検討する必要がある。 

なお、今回の財政収支予測における一般会計繰入金は、現在の繰出基準によ

り算出した金額（基準内繰入金）であり、現在、国においては島根県をはじめ

関係自治体の要望等を考慮し、繰出基準の改正等が検討されているため、最終

的に改定されれば基準内繰入金は増額となる。 

 

一般会計繰出金に関する安来市の基本的な考え方 

� 上水道事業 

上水道事業の繰出基準は 9 項目について基準が定められている。しかし、

安来市においては、企業職員の児童手当に係る経費のみ該当し、現状は小

額の繰出に留まっている。また、基準外の繰出しは行っていない。 

� 簡易水道事業 

簡易水道事業の繰出基準は 5 項目について定められている。安来市にお

いては、建設改良に要する経費、高料金対策に要する経費、未普及解消対

策事業に要する経費、児童手当に要する経費の 4 項目に該当し繰出しを行

っている。また、簡易水道事業は、公共の福祉増進的な意味合いが強く、

地理的条件の悪い中山間地域で事業展開しており、実態として独立採算に

よる経営は困難であることから、基準外の繰出しも行っている。 
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繰出金による水道料金の低減 

 

繰 出 金 額（年額） 改 定 率 

２，２００万円（基準内繰出金） 

※※※※今回今回今回今回のののの財政収支予測財政収支予測財政収支予測財政収支予測のののの繰入金繰入金繰入金繰入金とととと同額同額同額同額    

１４３．６％ 

（基準内繰出金） + ５，０００万円 １３６．０％ 

（基準内繰出金） + １億円 

※※※※現状現状現状現状のののの簡易水道事業会計簡易水道事業会計簡易水道事業会計簡易水道事業会計へのへのへのへの繰出金繰出金繰出金繰出金とほぼとほぼとほぼとほぼ同額同額同額同額    

１２８．６％ 

（基準内繰出金） + １億５，０００万円 １２１．１％ 

（基準内繰出金） + ２億円 １１３．７％ 

 

※基準内繰出金（統合前の簡易水道事業企業債償還利息×50％）は、現在の繰出基準によ

り算出した金額で算定期間の平均値 

（統合後の基準内繰出金として収益的収支へ振り分けられるものに限る） 

※+金額は、基準外繰出金となる 
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３．歳出抑制策 

� 小規模な水道事業（施設）の整理・統合 

平成 28 年度末までに市内の 17 水道事業の内、小規模な 7 事業（施設）

については休止し、近接の施設から送水を行う体制を構築する。また、今

後も小規模水道事業（施設）の整理・統合をさらに進め、維持管理費等の

削減に取り組む。 

� 水道、下水道の所管部署の一元化 

現在、水道課（水道庁舎）と下水道課（伯太庁舎）は、別庁舎で業務を

行っているが、業務連携による事務の効率化を図るために、水道課を伯太

庁舎に移転する。また、将来的には、組織体制の見直し（所管部署の一元

化）を行い、事務事業の更なる効率化を進めるとともに、職員の削減につ

いても検討する。 

� 企業債借入の抑制 

施設・設備の改修等に、内部留保資金を積極的に活用することで企業債

の借入を抑制し、後年度負担の軽減に努める。 

� 外部委託による経費削減 

現在、検針業務は個人委託、未収金徴収業務は嘱託職員を雇用し、業務

を行っている。全国的には料金徴収業務（窓口受付、検針、料金徴収、開

閉栓業務）を包括的に受託する事業者もあることから、新たな委託方法に

ついて検討を行い、経費削減に取り組む。 

また、現在水道施設の維持管理については、水道職員が直接施設を巡回

し、維持管理を行っているが、受託団体等の体制が整えば外部委託の検討

を行い、経費削減に取り組む。 

 


